
 

 

○八王子市身体障害者及び知的障害者グループホーム家賃助成事業実施要綱 

昭和59年５月１日適用  

改正   昭和62年４月１日       平成７年３月１日  

平成10年４月１日       平成11年４月１日  

平成13年４月１日             平成15年４月１日  

平成16年４月１日             平成16年８月１日  

平成18年10月１日             平成23年10月１日  

平成25年４月１日             平成26年12月１日  

平成29年４月１日       令和２年４月１日 

令和３年４月１日       令和３年７月１日 

令和５年６月26日 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17年法律第

123号。以下「法」という。）第５条第 17項に規定する共同生活援助（以下「共同生活援助」という。）

を行う事業所（以下「グループホーム」という。）に入居する者（以下「入居者」という。）の支払った

家賃の一部を助成することにより、入居者の経済的負担の軽減を図り、地域における自立した生活を支

援することを目的とする。 

（助成の内容） 

第２条 この要綱における家賃の助成事業は、入居者の所得状況に応じて、入居者が支払った家賃の額

の一定額を助成するものとする。 

（対象者） 

第３条 この要綱による家賃の助成対象者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

（１） 次のいずれかに該当する者 

ア 身体障害者福祉法（昭和 24年法律第 283号）第４条に規定する身体障害者 

イ 知的障害者福祉法（昭和 35年法律第 37号）にいう知的障害者 

ウ 法第 4 条第 1 項に規定する治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であって政

令で定めるものによる障害の程度が厚生労働大臣が定める程度である者 

（２） １８歳以上である者 

（３） グループホームに入居し、当該グループホームの家賃を支払っている者 

２ 前項の規定にかかわらず、生活保護を受給している者は家賃の助成対象としない。ただし、家賃の助

成を受けたならば保護を必要としない状態となる者については、この限りではない。 

（助成承認の申請） 

第４条 家賃の助成を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、グループホーム家賃助成承認

申請書（第１号様式）に、次の各号に掲げる書類を添付して、市長に申請し、あらかじめ家賃助成の

承認（以下「助成承認」という。）を受けなければならない。 

 （１） 所得を証する書類 

 （２） 入居するグループホームの家賃月額を証する書類 



 

 

 （３） 前条第２項ただし書きに該当する者にあっては、その旨を証する書類 

（助成承認の可否の決定） 

第５条 市長は、前条の規定による申請があったときは、第３条及び別表１に定めるところに基づき、

助成承認の可否を決定し、グループホーム家賃助成承認（不承認）通知書（第２号様式）により、申

請者に通知するものとする。 

（助成対象家賃） 

第６条 助成対象となる家賃は、助成承認を受けた者（以下「助成承認者」という。）がグループホー

ムに入居した月から当該助成承認者に係る助成承認があった日が属する年度（以下「承認年度」とい

いう。）の末月までのものとする。ただし、グループホームに入居した月が承認年度より前である場

合は、当該承認年度の４月からのものとする。 

（家賃支払の届出） 

第７条 助成承認者は、原則６カ月毎にグループホーム家賃支払届出書（第３号様式）（以下「届出

書」という。）に、その者が支払った家賃の領収書等（以下「領収書等」という。）を添付して、市長

に対し、家賃の支払があったことを届け出なければならない。 

２ 前項の届出は、承認年度の末日又は当該期間に関わる全ての領収書等を受領した日のいずれか

早い方の日から 1 か月以内に行うものとする。 

（助成金の支払） 

第８条 市長は、前条の届出の内容が適当と認められるときは、速やかに助成金を支払うものとする。 

（助成承認内容の変更） 

第９条 助成承認者は、助成承認の内容に変更が生じた場合は、グループホーム家賃助成承認内容変更

届出書（第４号様式）により、速やかに市長に当該変更事項を届け出なければならない。 

２ 市長は、前項の届出に基づき、当該届出のあった助成承認者の助成承認内容を変更したときは、グ

ループホーム家賃助成承認内容変更通知書（第５号様式）により通知するものとする。ただし、当該

変更内容が軽微な場合にあっては、この限りではない。 

３ 前項による助成承認内容の変更は、当該変更の原因となる事実が発生した月から適用する。 

（助成承認の取消し） 

第10条 市長は、助成承認者が次の各号に掲げる場合に該当するときは、当該助成承認者に係る助成承

認を取り消すことができる。 

 （１） 第３条に規定する家賃の助成対象者に該当しなくなったとき。 

 （２） この要綱に定める申請又は届出において、偽りその他不正の行為があったとき。 

 （３） その他市長が家賃を助成することが不適当と認めたとき。 

（助成金の返還） 

第11条 市長は、前条第２号の規定により助成承認を取り消した場合であって、既に支払った助成金が

あるときは、当該助成承認を取り消した者に対し、その支払った助成金の全部又は一部を返還させる

ものとする。 

（その他） 

第 12条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則  



 

 

（適用年月日）  

１ この要綱は、昭和59年５月１日から適用する。  

（適用の特例）  

２ この要綱適用の際、既に法人の運営する生活寮を利用している者であって、利用前通勤寮に入所し

ていた者については、通勤寮入所中の者とみなしてこの要綱を適用する。  

附 則  

この要綱は、昭和62年４月１日から適用する。  

附 則  

この要綱は、平成７年３月１日から適用する。  

附 則  

この要綱は、平成10年４月１日から適用する。  

附 則  

この要綱は、平成11年４月１日から適用する。  

附 則  

この要綱は、平成13年４月１日から適用する。  

附 則  

この要綱は、平成 15 年４月１日から適用する。 

附 則  

この要綱は、平成16年６月21日から施行し、平成16年４月１日から適用する。  

附 則  

この要綱は、平成16年８月１日から適用する。  

附 則  

１ この要綱は、平成18年10月１日から適用する。  

２ この改正以前に、改正前要綱に基づき道府県の基準に基づく知的障害者生活寮を利用している者に

ついては、退所するまでの間は改正前の要綱を適用する。  

附 則  

この要綱は、平成23年10月１日から適用する。  

附 則  

この要綱は、平成25年4月１日から適用する。  

附 則  

この要綱は、平成 26年 12月１日から施行し、同年４月１日から適用する。 

附 則  

１ この要領は、平成 29年４月１日から適用する。 

２ この要綱の適用の日以前に発生した家賃への助成については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この要領は、令和２年４月１日から適用する。 

２ この要綱の適用の日以前に発生した家賃への助成については、なお従前の例による。 

附 則 



 

 

１ この要領は、令和３年４月１日から適用する。 

２ この要綱の適用の日以前に発生した家賃への助成については、なお従前の例による。 

附 則  

この要綱は、令和３年７月１日から適用する。 

附 則  

この要綱は、令和５年６月 26日から適用する。 

 


